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「あすへの対談」特別編…安藤・当社社長が現地対談 

 市が先導 東京拠点も開設 

安藤社長が聞く！ 日本と中国（大連）ソフトウェア協業のあり方 

大連市は、中国でも特にソフトウェア産業の育成に熱心な都市で、国

内唯一の「ソフトウェア産業模範都市」に指定されています。欒氏が責

任者を務めるハイテク産業ゾーン「大連高新技術園区」は、国レベルの

ハイテクパーク第1号として1991年に設置され、ITやバイオテクノロジーな

どの研究、事業拠点を統括する組織となっています。日米欧などのグロー

バル企業を含む国内外600社余りが進出していますが、このうち99年には

ソフトウェアパーク「大連軟件園」を開設、ソフトウェア産業基地として稼

動してきました。また、第2期建設を進め、2007年に「アセダスＩＴパーク」

が稼働、今年末には「大連天地ソフトウェアパーク」を開設する計画です。 

大連市のこうした積極姿勢は、中国の経済成長に伴い、今後、国内需要が一段と拡大するとみられるソフトウェア産業をリー

ドする一方、国の優先テーマである輸出拡大の基幹産業としてこの産業を位置づけているためです。その表れとして、2008年

末には東京・新宿の新宿住友ビル（通称・住友三角ビル）に「大連ソフトパーク・東京」（大連（日本）軟件園）を開設しました。中

国のソフトウェア企業向けに日本での拠点として設けたものですが、12月3日のオープニング式典には欒氏ら大連市や遼寧省な

ど中国側関係者のほか、日本の政府・民間から関係者多数が出席して盛大に祝いました。 

東京のビジネス一等地における大連ソフトパーク開設は、これまで対外的には受動型オフショア開発が中心の中国ソフトウェ

ア産業が、官民一体で能動型ビジネスへ転換しようとする意志の表れとも受け取ることができます。これに対し日本企業も今後、

中国企業との交流をレベルアップしていく方向にあり、両国の情報サービス・ソフトウェア産業の関係は本格的な相互交流の段

階を迎えているようです。 

アメリカ発の経済危機は、日本と中国にも津波のように押し寄せていますが、この難局を克服するために、またその後の両国と

世界経済の安定のために、両国がこれまで以上にしっかりと協調し互いの力を提供し合うことは「時代の要請」と言えるでしょ

う。ＩＴの分野においても、今日よりも明日、明日よりも将来にわたり、より広範な協力関係を築いていくことが期待されます。 

”一衣帯水”といわれる日本と中国。両国の情報サービス・ソフトウェ

ア産業の交流は、まだ十数年の歴史ですが、システムのオフショア開発

業務を軸に着実に広がってきました。そして今、世界同時不況の波を乗

り越えて、一層緊密な関係を築こうとしています。アイエックス・ナレッジ

株式会社の場合は1992年から交流が始まり、近年は日本国内に事業拠

点をもつ中国企業との協業が拡大しつつあります。こうした中、本誌の

特別企画としてこのほど、中国でもとりわけIT産業育成に熱心な大連市

を安藤文男社長が訪れ、同市のハイテク産業育成をリードする欒慶偉・

大連高新技術園区管理委員会主任、董莉・同委員会主任代理・IT担当、

さらに旧知のIT企業経営者、羅寧・大連現代高技術発展有限公司社長

と対談を行いました。欒氏はこの中で、大連のIT産業がソフトウェアの対

外交流基地として、とくに日本市場を最重要視していることを強調、日本

企業との交流拡大を強く望んでおり、そのための環境づくりを進めてい

く考えを明らかにしました。

安藤文男アイエックス・ナレッジ社長と中国側三氏との対談は、はじめに大連

高新技術産業園区の七賢嶺産業化基地内にある欒慶偉主任の執務室兼応接

室で行われ、その後、席を改めて董莉主任代理、羅寧社長との対談を行いました。

欒主任には、大連市のソフトウェア産業が日本向けに「ソフトパーク・東京」の開

設を含む業務体制の拡充に取り組む一方、日本語のできる技術者の育成に全

力を入れていること、さらに日本のソフトウェア企業も近い将来には中国市場を

目指してほしいことなど、両国協業発展にかける思いを熱く語っていただきました。

（この対談は2008年10月22日に実施しました）

大連市  中国東北部。黄海と渤海湾に

挟まれた遼東半島に位置する。

日清戦争後の1898年にロシアが遼東半島を租借

した際、都市の原型が形成された新しい大都市。その

後、日本の租借時代に行政・港湾都市として発展した

とされる。

現在の人口は578．5万人（2007年末）で、東北部

最大の工業都市。同市が目指す2020年までの総合

発展計画「グレート大連」計画では①都市空間の拡

大②最適化・拡大による総合的経済力の拡大③都

市総合機能向上④よりよい都市環境の創出―を掲げ、

大連市を中国の重要な加工製造基地、また国際海上

運送、ビジネス、観光、金融、情報のセンターとする計画。

また、2020年の1人あたりGDPを2000年の6倍の1.5

万ドル以上とすることを目標としている。
安藤 ： 当社は十数年前から大連の企業

とのコラボレーションの経験があります。

当時としては、ソフトウェアの分野では

中国でも数少ない試みではなかった

かと思います。パートナーは他でもない、

こちらの羅社長の会社なのですが、
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大連高新技術産業園区（大連ハイテク産業パーク）
共産党委員会書記、管理委員会主任
大連市人民政府副秘書長
1962年11月 黒竜江省チチハル生まれ。大連理工大
学卒（管理学博士）。86年 大連理工大学管理学院
講師、助教授。96年 同副院長、教授。2002年 大連
市情報産業局副局長、03年同局長。07年5月から現職。

らん 　  けい　い 

欒  慶偉  Luan Qing Wei

GUEST PROFILE

アイエックス・ナレッジ（株）代表取締役社長
1955年横浜市生まれ。関東学院大学卒。79年アイエッ
クス取締役。96年同社長。99年合併に伴いアイエック
ス・ナレッジ副社長、2001年10月から現職。

 あんどう　　  ふ み お  

安藤  文男  Fumio Ando

金融危機の影響は 
まだこれから 

外国向けの80～85％は 
日本市場 

日本語できる 
ＩＴ技術者育成に注力 

1991年3月に設立（初の国家級高新技術産業園区）。ソ

フトウェア開発、情報サ－ビス、バイオエンジニアリング及び

集積回路などハイテク産業の育成発展を担い、対外開放区

として、アメリカ、日本、韓国、ドイツ、イギリス、フランス、台湾、

香港など国内を含め600社余りを誘致している。

園区内のソフトウェア及び情報サ－ビス産業ゾ－ンは大

連市の西南部にあり、ハイテク産業の核心区域となっている。

99年にソフトウェアパーク「大連軟件園」がオープンしこれ

までに400社が進出、ソフト開発やアウトソーシング業務など

ソフトウェア産業基地として稼動している。

IT企業はここに集まり、IBM、GE、デルコンピュ－タ、SAP、

HP、エリクソンなどのグローバル企業のほか、国内企業も、

ソフトウェア輸出額で全国のトップにランクされるNeusoftと

第2位の華信計算機といった地元大手IT企業も進出している。

現在、主として日本、韓国、香港、台湾、そして中国国内市

場向けて業務展開するとともに、北米や欧州などの市場も

開拓を図り、中国最大のソフト輸出基地とソフト人材育成基

地となっている。

また、大連の西隣、旅順に通じる地域にソフトパークの第2

期建設を進め、2007年に「アセダスITパーク」が開業。さらに、

今年末には南西側に「大連天地ソフトウェアパーク」を開設

する。

大連高新技術産業園区 

羅さんとの信頼関係を基に、大連で仕

事をしたいと願い、日本企業としては大

連の会社とタイアップしたのはかなり早

い方です。 

　 それでは、さっそく対談に入らせてい

ただきます。まず最初に、いま世界はた

いへん大きな動きの中にあります。アメ

リカが発信地となった金融危機のこと

ですが、それについて、日本ではちょっ

と過敏に反応する面がありますけれども、

中国全体あるいは大連にとってはどの

ような影響が出て来ているでしょうか。 

 

 

欒主任 ： 今回の金融危機はおっしゃる

通り、アメリカ発、それから欧州、さらに

だんだんと波及して、中国の方にも少

し影響が出てくるのではないかと思い

ますけれども。影響というのは二つの

要素つまり、実際の影響と心理的な影

響があると思います。たしかに実際面

でも影響が出ておりますけれども、とく

に心理的な影響が大きいのではない

かと思っています。 

　　例えば、大連に対する影響ですけ

れども、いろいろな指数から分析します

と、やはり経済は依然としてハイスピー

ドで成長している事に変わりありません。

ただ、より詳しく言うと年初に計画した

ものと比べスピードが落ちているという

ことがあります。ですので、心理から実

際の影響が出ているのではないかと

見ているわけです。実際にわれわれの

産業、IT産業にも非常に大きな影響を

及ぼしています。例えば大きなプロジェ

クトが少しスピードダウンしています。 

　　もちろん中央政府も、市政府も対策

を考えていると思いますけれども、私の

個人的な考えでは、今回の金融危機

の中国への影響はまだ初歩的な段階で、

これからだろうと思っています。また、も

ちろん中央政府としては、なるべく早く

大きな混乱なく平穏無事に元の状態

に戻って、ハイスピードで順調な発展を

めざそうという事になるでしょう。 

　　もっとも、経済全体とわれわれIT産

業の動きがまったく一致しているかと

いうと、そうでもないですね。いまはIT

産業にとっては、逆にチャンスとも言え

ます。いわゆるアウトソーシングのニー

ズが拡大すると言う意味でも。 

　　先日、中国経済信息（情報産業）会

議がありました。そこで出された1月か

ら9月までの実績数値を見ると、IT産業

はスピードダウンではなくて、むしろスピー

ドアップしているようです。 

　　金融危機によって、世界中の企業にとっ

て事業環境がますます厳しくなる中で、

企業もコストダウンを今まで以上に考え

るようになります。そうする中でアウトソー

シングへの需要は強まっていくでしょう。

中国国内でもIT化、アウトソーシングに

よってコストダウンが可能になるという

認識が浸透してきたことから、ここへき

てIT企業の事業量が増えてきたとみ

ています。 

安藤 ： アメリカやヨーロッパの市場、また

日本の市場と、いずれもITには相当な

資金を使っていますね。そういったIT

投資に積極的なグローバルな市場を

中国とりわけ大連のIT産業は対象に

しておられるという事だと思いますが、

そうした中でどういった市場が今後、

影響をこうむると見ておられますか？ 

 

 

 

 

欒主任 ： そうですね、今回の金融危機

の影響は後におくとして、大連は現在、

日本語ができるIT人材が豊富だと言

われています。実際に大連のIT産業の

外国企業向け売り上げの80％～85％

は日本向けです。ソフトウェア開発にし

ろBPO（ビジネス・プロセス・アウトソー

シング）にしろ、ほとんど日本市場向け

です。そして、現実問題として、これか

らも日本市場がわれわれのメインター

ゲットであることに変わりはないと考え

ています。 

　　例えば、現代社（大連現代高技術

発展有限公司）がそうですし、華信（大

連華信計算機技術股　有限公司）とか、

海輝（大連海輝科技股　有限公司）

とか、Neusoft（東軟集団股　有限公司）

とか、あるいは世界から大企業が大連

に進出して来ていますけれども、こちら

の企業がやっていることはほとんど日

本向けです。 

　　それゆえ、私達が将来の事業を構

想する時、プランを立てている時、主と

して考えている市場はやはり日本市場

です。そして、このような傾向は今後も

ますます強くなる一方だと思います。 

　もちろん欧米の市場、企業に対しても、

大連の企業はチャンスがあれば、出よ

うとしていますし、現実にNeusoftとか

華信といった企業は試みているところ

です。しかし、効果と言えば、まだ今の

ところは、まださほど上がってはいません。 

安藤 ： そうですか。 

欒主任 ： 私は、大連にとっての日本市場

は、ベンガルール（バンガロール）にとっ

てのアメリカ市場ではないかと思って

います。私たちは主に日本市場を見て

います。ご質問の金融危機の影響に

関して言えば、アメリカの今の経済状

況は、特にインドのベンガルールに対し

て極めて大きな影響を及ぼしているに

違いありません。 

　　インドとくにベンガルールの業務は、

主に金融関係の業務が多いそうですね。

ですから、今回の金融危機は非常に

大きいな打撃を与えている。最近の

ニュースを見ますと、インドのある大手

IT企業のアウトソーシング業務は大半

がアメリカ向け、そのうち半分以上は金

融業界向けという事ですので、非常に

大きな打撃を受けていると見て間違い

ないでしょう。一方、例えば大連華信の

場合は、80％以上は日本の市場です。

もっとも、最近の米ドル対人民元レート

の変動によって、影響を受けてはいま

すけれども。 

安藤 ： そうした中で、これから日本のIT

企業においては、システムを構築する

ためには大連のIT産業・企業は欠か

せない、という方向にあると私も思って

いるのですけれども、ここで、日本のIT

産業に対して、また個々の企業に対す

る期待とか、こう言うことを望みたいとか、

また逆にアドバイスなどがありましたら

是非お考えを聞かせていただきたいと

思います。 

 

 

 

 

欒主任 ： ストレートに言えばそれは申すま 
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経済・産業の人材ニーズ 
と教育がマッチ 

大連ソフトパーク・東京（大連（日本）軟件園）は中国のソフトウェア企業の日本における

前線基地として開設され、開所式には両国の関係者が出席し祝った。写真はスピーチす

る欒主任。（2008年12月3日、東京・新宿の新宿住友ビルで）

有数のグローバル企業が集まるハイテク産業ゾーン「大連高新技術産業園区」

でもなく、まず第一に、より多くのプロジェクト

を大連に発注していただきたい、多く

の仕事をくださるようにという事です。も

ちろん私達もそのための準備をいつも

しています。その中で、われわれが直

面している問題、日本側と中国側がそ

れぞれ直面している問題の解決策を

考えなければならない時期に来ている

と思います。 

　　そして、こういうことについては、中国

側はいつもより良い方向を考え、日本側

の協力も得て、効果も出してきました。

例えば、日本の情報産業関連の協会

であるJIPDEC（日本情報処理開発協

会）やJISA（情報サービス産業協会）

といった団体との間で、セキュリティ関

連をはじめさまざまな情報交換をしてき

ました。最近では個人情報保護認証

に関する相互承認も行っています。こ

れは、中国の個人情報保護制度（PIPA）

マークの付与機関である大連ソフトウェ

ア産業協会（DSIA）と日本のJIPDEC

（プライバシーマークの付与機関）の合

意によるもので、それぞれの認証マー

クは去る６月から、お互いの国で使用

することができるようになりました。 

　　それから大連の大学は最近、日本

の文部科学省から資金援助を受けて

日本語の勉強に力を入れております。

これはやはり、両国の協力関係を進め

る上で一番重要なテーマは人材育成

の問題であるという認識に基づくもの

です。実際には、オンサイトとオフショア

の業務課題ということになりますけれど

も、いずれにしても課題は人材育成だ

と思っています。ITと日本語、さらに日

本文化を理解している技術者が、どの

ぐらいいるかが、非常に重要な問題に

なっているわけです。 

安藤 ： おっしゃるとおりですね。 

欒主任 ： 目下の業務背景、事業の進展

状況から申し上げて、オンサイトとオフ

ショア開発の、いずれにしてもやはり、よ

り豊富な人材の供給がなければなりま

せん。ですので、人材の育成と人材市

場の開拓が、今後の大きなプロジェクト

になると思いますし、大連と日本の関係

にも非常に役立つプロジェクトになるの

ではないかと思っています。 

　　最近のことですけれども、私どもは、

東京・新宿にある住友ビルの中に、

1300平方メートルのスペースを借り受

けました。ここに近く「大連ソフトパーク・

東京」（大連（日本）軟件園）を開設す

る予定です。このソフトパークに入るの

はいずれも大連関係の中国企業30数

社です。この計画については、大連市

長も、また中央政府商業部の責任者も

評価していました。「非常にいいことだ」

とみんな評価していました。このように、

私達のビジネスは主として日本向けが

中心となっているのです。 

安藤 ： われわれ日本のサイドからします

と、例えばインドですが、私もベンガルー

ルなどいくつかの都市の企業を訪問し

たことがありますが、結局インドの企業

に発注する場合、仕様書を日本語から

英語に置き換えるのですね。英語で書

かれた仕様書に基づいてプログラミン

グして、本来英語のマニュアルに基づ

いて作成されたものを日本語に替える

というプロセスになります。 

　　それからすると、大連の技術者の方々

がすごく日本語のレベルが高いという

ことは大きな意味があります。それにや

はり、ITのレベルが高いという点ですね。

数年後のことを考えて見れば、私ども

にとっても、大連は非常に期待できるエ

リアだと思っております。 

　　それと、先ほど主任が大事なことを

おっしゃったのですけれども、日本の文

化というか、設計にあたっての”行間”

が結構分かっていただける方が最近

大連からの技術者に増えているという

ことは、われわれから見ていわゆる生

産性が上がりつつあるかなと、私はそ

ういう感想をもっています。 

欒主任 ： まだ足りないですけど。（笑） 

　そうですね、大連は日本語ができるIT

人材が豊富だと外部から言われてい

ますけれども、しかし、われわれ内部か

ら見れば、まだ足りません。というのは

中国では毎年40％、50％のIT産業の

成長率の中で、外資系の企業、それか

ら国内の企業も人材争奪戦を繰り広

げています。そうした中で、どうしても人

材が足りないというのが現状です。 

　　日本語のできるIT人材については、

いま大連ではこうした状況ですけれども、

中国の他の都市においてはもっと厳し

い状況になっています。日本語のでき

るIT人材の不足感が強まっています。

ですので、繰り返しになりますが、人材

育成に関わる仕事・プロジェクトが日中

間で協力してできれば、その意義は非

常に大きいと思っています。 

　　そうした状況の中で、私たちは二つ

の試みをしています。一つはIT人材の

日本語教育。もう一つは大学の日本語

科の教育を増やす、拡充するというこ

とです。これから在校生1万人の規模

を目指すことにしております。 

　　しかし先日、高名な大前研一先生（国

際的な経営コンサルタント）が大連に

来られ講演で、「大連では今後50万人

以上の日本語人材の育成が必要だ」

と述べておられました。大変スケール

の大きな見解で、すこし驚きました。でも、

大前さんは毎年当地を訪問され大連

の向かうべき方向性などについて講演

されますが、一番初めからのお話を

ずっと振り返って見ますと、大連も少し

ずつその方向へ向かっているかなとい

う思いがあります。やはり、すぐれた見

通しをお持ちの方ですね。 

 

 

 

 

安藤 ： なるほど、そういう事がありましたか。 

　それから、先ほどの日本企業とのコラボ

レーションですが、この流れは多分、ま

すます加速して行くだろうと私も思って

います。まして、日本ではまだ大学のカ

リキュラムなど教育体制とIT産業が要

求している人材が、十分にマッチングし

ているとは言えません。それと比較す

ると、中国が、ないしは大連市が取り組

んでおられることは、実業に対してとて

もマッチングしたものといえるでしょう。

大学の教育の中の取り組みはITに関

して言うと、かなり画期的だと思います。

ある意味では日本より進んでいるところ

があると、外から見て感心しております。 

欒主任 ： ただ実際問題として、日本の教

育の悩みは、われわれ大連そして中国

全体の悩みでもあります。要するに、中

国においても教育の成果と実際の業

務は十分に一致していません。この問

題に対処するために、大連ではいま“実

訓”という取り組みを実施しています。

実際訓練と言うことばの略の“実訓”

ですけれども、大学を卒業してから就

職あるいは実際業務に入る前の訓練

の期間において実施するもので、この

訓練は重要視されています。OJTをや 
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あす への対談 への対談 

心理的に近い 
魅力的な中国市場 

互いの「文化」 
理解し合える関係に 

りながらパイロット業務に参加して経験を

積んでいきます。 

　　でも、こうした教育と実際業務の不

一致は、世界的に共通の問題かもしれ

ません。例えば、中国ではいま、企業が

人材募集する時、100人応募してきても、

合格するのは３～５人でしょうかね。こ

れはインドでも同じことが言えるじゃな

いかと思っています。いま中国では、毎

年約500万人が大学を卒業しますけれ

ども、それでも人材はまだ足りないのです。

つまり、大学を卒業してすぐ実務で役

立つ人はまだ多くないのです。 

　　実は、中国の市民がいま一番不安

に思っているのは、そうした教育の（成

果の）問題だと思います。私は大学の

教壇にいた経験もありますが、教育の

制度・内容をいかに社会に有用なもの

にするかというのは、それだけ難しいテー

マではないでしょうか。 

安藤 ： たしかに、そういった意味では、世

界中どこ行っても、私たちのＩＴ産業だ

けではなく、産業全体そして経済全体

にとって、教育とのマッチングの問題は、

たぶん一番難しい課題ではないかと

思います。 

欒主任 ： 非常に難しい問題ですね。 

安藤 ： 日本では、大学を卒業して入社し

てから、企業で約半年くらいかけて教

育するのです。入社希望の学生と面

接すると、「お宅の教育制度が素晴ら

しいから入ります」と言う者もいます。こ

れは違うでしょうと…（笑）。とはいえ、“学

生が会社に入ってから会社が教育す

るもの”というのが日本の考え方です。

理論だけじゃなくて、実践に関わる教

育は入社してからという考え方です。

ただ、こうしたやり方で、本当に世界で

通用するのか、本当にこれでいいのか

なと疑問に感じることもありますね。つ

まり、少し厳しく見れば、人材の実業務

での戦力化がそれだけ遅れるわけで、

企業にとっても日本の国際競争力とい

う観点からも立ち遅れる要素と言わざ

るを得ないのですが、現実にはこうした

やり方が定着しています。 

欒主任 ： なるほど、そうですか。 

安藤 ： もう一つ、お聞きしたいと思ってい

たのは中国のIT市場のことです。日本

と大連とのコラボレーションは、今後ま

すますもって伸びていくと私も期待する

ところですが、中国のIT市場はどうなっ

て行くでしょうか。大連やその他の都

市でもソフトパークやそうした施設が随

所に開設されていて、今後かなりＩＴに

シフトして行こう、IT産業を育成拡大し

ていこうという動きが活発化しているよ

うに見えます。そうした中で、将来の大

連のＩＴ政策はどんな方向に向かって行

くのでしょうか。まあ、現時点ですべて

が決まっているということではないと思

いますが、どんなイメージを持っていらっ

しゃるのでしょうか。 

 

 

 

 

欒主任 ： 国内のＩＴ市場についてですが、

現在は中国のIT産業にとって内需の

シェアが大きいです。例えば大連の場合、

IT産業の売り上げは昨年度215億元

でしたが、そのうちの40数億元はオフ

ショア開発で、海外市場からのアウト

ソーシングの仕事です。つまり四分の

一が海外の仕事で、四分の三が国内

の仕事です。そして、こうした内外需の

比率はこれからも大きくは変わらないと

思っています。つまり、海外市場の仕

事も増やしていくし、それと同じ割合で

国内の仕事も増えていくと見ています。 

　中国企業の情報化はまだこれから、と

いう認識でおります。しかし今後、国内

市場はますます大きくなっていくと思い

ます。そうした中で、日本の企業にも中

国市場を目指していただきたいと願っ

ています。日本企業にとって中国の国

内で仕事するということは非常に魅力

あることになるに違いありません。 

　　これは、先ほどの話とも関連しますが、

要するに、日本の企業にとって中国に

来て仕事をする場合は、非常に心理

的な距離が近い、例えば安藤社長と

一緒に座って、こういうふうに語り合っ

ていても、非常に心理的な距離は近い

な、という思いがします。初対面なのに、

昔何回もあったような気がする思いです。

欧米の場合はどうしても、こういう具合

にはいきません。やはり心理的な距離

が長い、遠いというような、どうしてもそう

した感覚がありますね。 

安藤 ： ありがとうございます。心強い

エールを戴いた思いがします。 

　　さらにお話させていただくと、オフショ

ア開発については、一般的に最初のう

ち「ローコスト」をテーマに始まったと思

います。しかし、これは私の持論ですが、

やはり一企業として、付加価値の創出

を目指す企業として、今日の状況、実情

を踏まえれば、より優れた人材を活用

するということが大事です。コスト優先

ではなく、国籍を問わずいい人材を求

めるのが今日のオフショア開発のあり

方ではないかと思います。 

　　そういう意味で今後、中国のパートナー

とも協力し、私どもが培ってきたノウハウ

を活用して一緒に人材を育てていこう

という計画もあります。そういった日中

のコラボレーションの中から育っていく

技術者が、やがて中国のＩＴ市場で活

躍していただくとか、そういう先を見た

関係を築いていくべきではないかと思っ

ています。 

欒主任 ： 本当にそのとおりですね。 

　　ここまでずっと私が答えていますけど、

一つ質問してもいいですか。御社はこ

れまで、いくつかの中国企業と協力関

係をもって来られたと思います。大連

の企業とも現代社のほかにも、日本で

あるいは大連で業務をされていますけ

れども、安藤社長から見れば、われわ

れの企業は何が足りないでしょうか？優

れているところはおっしゃらなくても結

構ですけれども（笑）。 

 

 

 

 

安藤 ： やはり、先ほど申し上げた「文化」

というか、あるいは「行間」といったこと

がキーワードになるのですが、日本の市

場というのは、こちらから見てもちょっと

難解なところがあると思いますね。「ユー

ザーの求めるものはすべて仕様書に

記載するべき。記載されていない事項

は伝わらない」というのが商取引契約

の原則であり、その原則から外れると

いうわけではありません。しかし、一般

的なビジネス上のコミュニケーション伝

達事項では、言葉でも文章でも、内容

について“言い尽くされていない事”

がたくさんあります。そういったコミュニ

ケーションにおける「行間」というものが

あります。 

　　また、ビジネスの当事者同士の信頼

関係に基づく“文章化されていない合

意や約束”といったものも、仕事を進め

ていく上で有効に働くことが多々ありま

す。これは一つの「文化」といえます。

そうしたちょっと面倒なところを理解い

ただくことも必要かなと思います。 

　　それから、いろんな業務の進行形態

がシステマティックになってきたことにつ

いては、お互いにコミュニケーションを

密にしながらうまく対応できていると思

います。一つ事例をあげると、私どもの

会社は通信系の業務に強くて、とくに

携帯電話関連の業務が多いのです。

日本の携帯電話市場は、いまのところ

台数そのものの普及はほぼ一巡した

かたちですが、当社が主として携わっ

ている料金系のところはこれからも新し

いシステムに更新されていくことでしょう。

今後、ラボ契約などで、お手伝いいた

だく部分が増えていく可能性があります。 

欒主任 ： それは楽しみですね。 

安藤 ： あと、重要なのがやはりセキュリティ

の問題です。これについては、ＩＴ市場

だけでなく日本全体が、神経質といっ

てもいいくらい強い関心を持っています。

ですので、このセキュリティへの対応に

関しても、かなり高いレベルが要求され

ます。これに関しては、協力企業同士

お互いに、勉強しつつ、ユーザーの安

心のレベルを確保しなければならない

でしょう。ＢＰＯとかアウトソーシングとか

ラボ契約とか、こういうものはある程度

線を繋ぎながらセキュリティをしっかり

維持をしていくことが必要です。 

　　それから、ビジネスの形ですが、端的

に言えば、これからは人が動くのでは

なくて仕事を動かす時代。つまり、例え

ばシステムをすべて一から組み上げて

いくのではなく、一定のシステム基盤の

もとにシステムを構築していくというように、

ネットワークを使って仕事や業務をやり

取りしていく形に変わっていくと思います。

われわれもそうした形を目指しているの

です。そういう変化への対応もしっかり

していく必要性がお互いにありますね。 

欒主任 ： よくわかります。 

　いや、本当に短い時間で、ご満足いた

だけるようなお話が出来たかどうか、と

思いますけれども… 

安藤 ： いいえ、大変素晴らしい内容で、

ありがとうございます。今日お会い出来

たことを大きな契機として、これからも、色々

とアドバイスをいただきながら機会があ

ればまた情報交換させていただけれ

ばと思います。今日は本当にありがとう

ございました。 
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あす への対談 への対談 

同じ目標を持つ 
パートナー 

大連高新技術産業園区　管理委員会主任助理（代理）
ＩＴ担当兼 大連市情報産業局
ソフトウェア・情報サービス管理部部長

とう 　　 り 

董  莉  Dong Li

GUEST PROFILE

社会主義による 
制度の一側面 

時には、 
すべて面倒見ることも 

安藤 ： 欒主任に引き続き、今度は董主

任代理にお話を伺います。 

　　先ほどの欒主任のお話からも、大

連では政府と民間の間の協力関係が

うまく機能していることがよく理解でき

ますが、政府がやっていることと民間

でやっていることはどういう分担になっ

ているのでしょうか。 

 

 

 

 

董主任代理 ： おっしゃるとおり、大連市

政府と大連の企業は非常に緊密な関

係があります。もちろん、マーケティン

グ業務は企業がやりますけれども政

府がサポートしています。とくに、例え

ば大連対日本、あるいは大連対その

他の都市の場合は、政府が全面的に

出ていきます。 

　　また、政府は政策の面で企業にサポー

トしています。そしてインフラという面で

も企業に対するサポートは大きいです

ね。例えば、人材についてですが、企

業が他の地域から人材を採用した場合、

その人が大連に来るために、大連政

府は資金援助します。また例えば、あ

るレベルの技術者を採用した場合も

その技術者に対して一定期間、資金

を提供しています。奨学金制度のよう

なものですね。さらにＩＴ産業全体にとっ

ての教育インフラ構築に対しても、政

府が提供しています。 

　　それから、企業のコンピューター化

投資に対して政府が支援します。最

近でも、ある造船工場がＥＲＰを導入

しようとしたのに資金が足りないという

場合、政府が資金の一部を援助した

ケースがありました。また、そのＥＲＰを

開発するシステム開発の会社にも資

金を用意するなど、資金面でサポート

しています。事業全体のコンピュータ

ー化を促進するように強力にサポート

しているわけです。 

安藤 ： 日本と比べると、相当つっこんだ

ところまでサポートをしていますね。日

本でも政府は、情報通信システムの高

度化やＩＴ産業活性化のために、民間

との情報交流や税務面の支援などさ

まざまな施策を行っていますが、直接

的な資金の援助はほとんどないですね。

公共的に役立つ特定のプロジェクトを

対象に国をはじめとする公的資金を

活用できる制度はありますが、民間の

個別企業に広範な資金援助を行うこ

とはありません。 

董主任代理 ： その違いは、成熟した日

本のＩＴ企業と発展途上の大連、中国

のＩＴ企業の差かもしれませんね。 

　　中国のＩＴ業界においても、企業が

政府に要求することも時代とともに変

化してきています。最初のうち、企業はも

っぱら資金を求めていました。市場開

拓や事業構築、運転資金など。でもい

まは、環境・インフラを求めています。

例えば、「教育に関するこういったイン

フラをつくりたい」とか、「大学にこうい

う教育プログラム、コースをつくってほ

しい」とかいうことを政府に要求して

います。たぶんこれから、金融や文化

面のインフラ整備が進むでしょう。われ

われもそれを求めています。大連のＩ

Ｔ事業をめぐる環境条件は非常にい

い形になっていますね。政府と企業と

の関係も成功していると言えるでしょう。 

安藤 ： すこし羨ましい思いもします。 

 

 

 

 

董主任代理 ： 中国政府のこうしたサポー

ト体制は、やはり社会主義による制度

という側面が強いですね。いわば、「す

べて面倒を見る」というところがあります。

ですので、中国政府がここ数年やって

きたＩＴ政策において、計画されたこと

はいわば強制的な強い指導の下に推

進されているのです。ある段階におい

てＩＴへの資金投入は政府予算の中

でも非常にシェアが大きく、インフラの

構築など全体的なテーマで進める計

画は、どうしても強制的な面があるよう

です。 

　　ソフトウェアパークという概念も、そ

の組織も、政府の強い意思の現れで

すね。数年前、中国はまず製造業の

ために各市に「経済特区」を作りました。

経済特区には、日系企業もその他外

資系企業も進出していますけれども、

その目的は企業に対して、税制面など

の優遇措置やインフラを整備して、進

出を促すものでした。「ソフトウェアパー

ク」も同様の考え方、同じ方針を貫い

て来たわけです。 

安藤 ： 例えばインドとか、それ以外の国

のソフトウェアパークが民間の力でや

っていますけれども、中国の場合はほ

とんど、政府がソフトウェアパークを造る。

そうすると、そのインフラも政府の責任

で設置するということですね。 

董主任代理 ： そうです。いま中国の政

府がやっていることは端的言うと、一

つは政策、一つはインフラ、それから対

外的なサポートですね。日本企業に対

するアピールとかＰＲ活動も政府がやっ

ています。例えば、先ほど話題に出た

新宿・住友ビルの中の「大連ソフト

パーク・東京」も、1300平方メートルの

スペースを借りたのは大連市政府です。 

安藤 ： なるほど。 

 

 

 

 

董主任代理 ： 大連の市長や複数の副

市長はみなさん、ＩＴ企業・産業に強い

に関心を持っているし、企業ともふつう

に親しい関係にあります。例えば、多く

のＩＴ企業の社長は市長、副市長と会

うし、電話もします。年末になったら政

府から直接ヒアリングして、政策面に

反映するいろいろな意見を企業に求

めます。市長は、社長さんたちの趣味

は何なのか、体重は何キロくらいか分

かっていますね（笑）。 

　　企業と政府の関係は友達というか、

一緒に産業・ビジネスを成長させて行

こうというパートナーとして、同じ目的目

標を持っているのです。 

安藤 ： お話を聞いていると、中国では政

府－民間の距離感がなくて、いろいろ

の本音でお話をできるかなと印象的

ですね。 

董主任代理 ： いま中国で「Made in 

Chinaを超越する」（トップランナー・

大連ソフトウェア産業の発展の軌跡）

という本が出ています。主に大連の

IT産業の成長の過程を書いています。

コンピューター雑誌の編集長が書い

た本ですが、ぜひ社長にも読んでいた

だきたいと思います。日本語にも翻訳

されて出版するという計画があります。 

安藤 ： 大連市当局は、先ほども話題に

出ましたが、日本の民間団体も活発な

交流がありますね。例えばJISA（情

報サービス産業協会）と。 

董主任代理 ： JISAさんとの付き合いは

7、8年になりますが、例えばいろんな日

本向けＰＲする時もサポートしていた

だいています。今日はたまたま、JISA

の浜口会長がハイテクパークを訪問さ

れ、欒主任とも会われました。 

安藤 ： そうだったのですか。 

董主任代理 ： ここで私からも、一つ質問

していいですか。安藤社長からご覧 
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ソフトウェアパーク「大連軟件園」

（大連高新技術産業園区　管理委員会主任代理・ＩＴ担当

  兼大連市情報産業局ソフトウェア・情報サービス管理部部長）



対談は続いて民間企業の立場から、安藤社長が旧知の事業家、羅寧・大連現

代高技術発展有限公司総裁（社長）にもお話を伺いました。大連現代社は、ソフ

トウェア開発やデータ入力のほか、駅自動改札や核医療、さらにバイオ関連といっ

た先端ハードウェアも手がける有数のハイテク企業で、中国国内のほか日本、欧

米にも拠点を持ち、アイエックス・ナレッジとは十年来の交流があります。

「対談」は大連市のハイテク産業ゾーン「大連高新技術園区」の七賢嶺産業化基地内にある欒主任の執務室兼応接室に最初、四氏がそろって行なわれた。

（左から董主任代理、安藤社長、欒主任、羅社長）

あす への対談 への対談 

日本はＡＳＰ、SaaSから 
ユビキタス時代へ 

賃金コスト差 
いずれ無くなる 

大連現代高技術発展有限公司総裁（社長）
中国ソフトウェア協会常務理事
大連市政協委員

ら　　 ねい 

羅  寧  Luo Ning

GUEST PROFILE

安藤 ： 大連現代社とは、私どもアイエック

ス・ナレッジの前身のアイエックス時代、

1998年に交流をスタートし、一時期は、

いまの東京現代社（日本の子会社）社

長の高君芳さんが当社に籍を置かれた

こともあるなど、大変親しい関係です。

ただ、これまでは、仕事の面ではあまり大

きな協力関係になることはなかったので

すが、これからは、現代社が得意とされ

る組込み系の分野で、いろいろとコラボ

レーションができるのではないかと期待

しているところです。 

　　それで今回は、この対談企画の一環

として、羅社長にもご協力いただき、大

連のＩＴ企業として、また日本と長年の交

流ある企業として、日本企業との今後の

協力のあり方などについて、お考えやご

希望といったことを話しいただきたい

と思っております。 

 

 

 

 

羅社長 ： まずマクロ的なことからお話しま

すと、いま中国の企業の三分の一は輸

出入に関連する業務に関わっています。

ですから、金融危機のことですけれども、

これによる影響は今後非常に大きくなる

とみています。ですので、われわれのＩＴ

ビジネスにとっても、いま直面している問

題は、仕事量、アウトソーシングの全体量

がこれから減少していくだろうということ

です。大変心配しています。 

　　ただし、心配ばかりしているわけでは

ありません。金融危機の「危機」の二文

字を分解すると、“危ない”それから“機会”

ですね。要するに“クライシス”と“チャンス”

の二つの側面があるということを理解し

たいですね。そういうふうに希望的という

か前向きに捉えて見ていきたいです。 

安藤 ： 私も同じ気持ちです。 

羅社長 ： 先ほど欒主任との対談でも言及

されていましたが、このような厳しい環境

の中で、日本の企業もローコストだけを

求めるのではなく、付加価値を追求する

という中で、強い企業にとっては、いまは

チャンスだという風に理解しています。 

　いまの混乱は、何段階も難しい局面が

続くかもしれませんが、ここを乗り越えれ

ば、将来的にやはり明るいのではないか

と。そのためには、いまから準備しておく

というのが重要だと思います。 

　　安藤社長はオフショア開発、アウトソ

ーシングに対する取り組み方として、ロ

ーコストを追求するのではなくて、高い

付加価値を追求するということをおっし

ゃいましたが、非常にいい考えだと思

います。ローコストだけを追求すれば、

いずれ日本と中国の賃金コストは差が

なくなり、ビジネスが成り立たなくなります

になって、金融危機の日本のIT企業へ

の影響はどこまで来ているでしょうか。

売り上げとか人員面とか。また、今後

のIT産業の方向性についてはどのよ

うに見ておられますか。 

 

 

 

 

安藤 ： 影響がはっきり出てきているのは

金融界です。とくに証券会社が受ける

打撃は大きいようです。銀行ではメガ

バンクのＩＴ投資がかなり減っています

が、地方銀行の中にはＩＴの共同セン

ターをつくっていこうという動きが大きな

流れになりつつあります。プロダクツを

導入して複数の銀行で活用していこう

と。これは１人/月というビジネスモデル

ではなくて、共同センターでそれを使っ

た分を負担していくという方式です。 

　　これに対し、証券系は、ＡＳＰとか

SaaSとかいう方向に向かうのではな

いでしょうか。証券会社としては本業

の証券ビジネスに専念して、ＩＴ関係

はSaaSなどのサービスを受けるという。

ただ、これにはどうしても大容量の通

信ネットワークが必要になってきます。

ネットワーク通信にスピードというもの

が必要。そういう意味で、これは金融

危機の影響というわけではありません

が、日本では次の時代のネットワーク、

次世代ネットワーク（Next Generation 

Network）というものが必要となって

います。一社でクローズドのシステムを

構築する時代から、システムサービス

を活用する時代に移りつつあるのか

なと思います。 

董主任代理 ： そうですか。 

安藤 ： さらには、これが今度はユビキタ

スの方に発展していって、家にいなが

らオンディマンドで映画や音楽を見た

り聴いたりできる。あとは車でドライブ

に行って、どこか泊まるところがないか、

また食事したい…そういうのをカーナ

ビゲーターで探せるとか。そういうイン

フラにも活用される方向に向かってい

るのではないでしょうか。 

　　ただしこれは多分、我々のジェネレー

ションじゃなくて、もっと若い人たちがこ

うした次世代のシステムづくりに積極

的に参加して、そのあり方を考えてい

くことが大事なのではないかと思うの

ですが。 

董主任代理 ： なるほど、よくわかりました。

有難うございます。 

安藤 ： いえ、こちらこそ、本日はどうも有

難うございました。 
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（大連現代高技術発展有限公司社長）



「人材」など 
“４つの蓄積”が肝要 

中国市場開拓には 
“人脈”が大事 

あす への対談 への対談 

マンションの 
モデルルームのように 

社　名　大連現代高技術発展有限公司

設　立　1992年10月18日

資本金　34．5百万 人民元

社員数　380人

売上高　150百万 人民元

拠　点　本社 ： 大連市高新園区信達街51号

　　　　支社 ： 瀋陽、西安、成都、北京、珠海、

　　　　　　    東京、香港、ドイツ、アメリカ

事　業　ソフトウェア開発、データ入力、３Ｄ技術サービス、

　　　　核医療システム開発、ハードＩＴ製品開発、

　　　　教育センター

ハイテクの宝庫「大連現代社」

価値の追求は永続的なテーマです。 

　　その中で、危機を回避する企業の対

策としては、私の考えは、やはりリスクを

分散させることが非常に重要なことです。

例えば、金融系ばかりを事業の対象に

していると、いまは大変苦しくなっている

でしょう。やはり各分野に、自分の能力を

見ながら合わせるような対策を講じてい

くことですね。それから日本との協力も

常にハイレベルなところを目指さなけれ

ばならないと思います。いつもコーディン

グばかりではなくてですね。 

安藤 ： まったく同感です。 

 

 

 

羅社長 ： 欧米の企業は、中国の技術者は

コストが低いという点にメリットを見てい

ますけれど、もう一つのメリットを見出す

べきです。これは全部の技術者ではな

いのですが、非常に洗練されたプログラ

ムを組める技術者も多いということを頭

に入れてもらったほうがいいと思います。

コーディングレベルの仕事も重要ですが、

もっと上の段階の仕事に対しても一緒

に努力していく、そういう時期が来てい

るのではないでしょうか。もちろん、こうし

た業務を日本の企業と協力して行う場

合は、日本の文化を理解する技術者が徐々

に増えていくというのが前提になりますが。 

　ですから、システム開発のコストを、いま

は「人/月」で計算していますけれども、

それはローコストを追求するとか、低レ

ベルの仕事だからそういう計算になるの

ですが、今後は、これが徐 に々「プロジェ

クトでいくら」「この製品でいくら」という

方向にシフトして行くのではないかと、ま

たそれを期待しています。 

　　もう一つ申し上げたいのは、当社もか

なり前から、オフショア開発をやっており

ますが、その業務の中で、“4つの蓄積”

ということが行われて来ました。すなわち、

「人材の蓄積」「技術の蓄積」「マネー

ジメント力の蓄積」それから「資金力の

蓄積」です。これらの蓄積が、いま当社

が国内の仕事をする上でも非常に役

立っています。 

　　日本企業との協力において、今までは、

提供するのは労働力でしたね。これもも

ちろん重要ですが、これからは例えば資

金の提供です。日本から中国に来てい

ただいて、中国の企業と共同で仕事を

する、中国のマーケットを開拓しようとい

う時に、労働力以外の要素・ソースを提

供できる、ということは双方にとって大変

重要なことだと思います。われわれの協

力関係はステップアップするわけです。 

安藤 ： 本当にそうだと思います。それこそ

が共同事業の望ましい姿だと思います。 

　ときに、そうした中国の市場開拓に関連

して、中国のお客さまと日本のお客さまと

では、どんなところが違うのでしょうか？ 

 

 

 

 

羅社長 ： いろいろ違いがあると思うので

すが、その中でまず言えるのは、日本の

お客さんは「信頼関係に基づく」お客さ

んであるのに対して、中国は「人脈による」

お客さんということが多いようです。人脈

で仕事が繋がっているのと信頼関係で

仕事が繋がっている、というのが一番大

きな違いではないかと思います。そのこ

とは、日本の企業が今後、中国のＩＴ市

場を開拓していく上で重要な要素かも

しれませんね。 

安藤 ： なるほど。 

　そうした人脈を築くうえでも、また信頼関

係を築くうえでも、相互のコミュニケーシ

ョンがスムーズに行なわれていることが

大切ですが、私が先ほどから使ってい

る「行間を読む」といった日本流の表現は、

中国ではどの程度理解されるでしょうか。 

羅社長 ： 中国も同じですね。書く人と読む

人、同じ文章でも人によって意味・理解

が違います。その違いをいかに埋める

かが、理解力の差。事業に関連して言

えば、技術、業務、また時間ファクターな

どを勘案して行間を読めるかどうかとい

うことですね。 

安藤 ： ユーザーが何を求めているか。言

葉だけでは十分に説明できないユーザー

に対して、ユーザーの環境、条件そのニー

ズが発生するに至った条件を踏まえて、

想像力を駆使して理解するといったも

のです。 

羅社長 ： 一を言えば十を知るという力が

あるかどうかですね。 

安藤 ： アイエックス・ナレッジでも、エンジニ

アによっては、システムづくりに関してまず、

お客さまの協力を得て勉強をしながら

理解を深めようとします。もちろん日本人

同士でも、日本語でも行間がわからない

ことは結構あって、時には合宿などして、

認識共有しながら同じ方向に向かって

行くということもあります。 

羅社長 ： 現代社の場合も、最初のうちは

お客さま自身が（何を必要としているか）

わからないので、何の希望も出さないで

すね。「やっていいよ。すべて任せる」と

言われて。それで、もうすぐ出来上がる

という段になって、いろいろ文句いって

来るのです。「あれはダメ、これはダメ」と。 

 

 

 

 

安藤 ： 日本でも同じです。モノ（システム）

がないうちは何も言えない。モノが出来

上がってから文句がいっぱい出てくるん

ですね。こうしたことを無くすために、

ASPとかSaaSなど、出来上っているもの

を使ってみて、不満や注文をあらかじめ

出してもらう、という方法が普及はじめて

いるわけです。 

羅社長 ： いま当社は、アメリカの企業と共

同研究で検討しているテーマの中に、ま

さにこの問題があります。お客さんのニー

ズを聞きながら、最終的に出来上がった

ものはお客さまのニーズじゃない、あるい

はお客さまはそう認めないというケース

が多いのです。それに対し、いま検討し

ているのは、システムをあらかじめ何タイ

プかのモジュールごとにつくって、それを

お客さまに示してお客さまに選んでもらう

というような方法です。 

安藤 ： マンションを買う時のモデルルーム

に似ていますね。われわれのビジネスに

は、これまでそれが無かった。いわば、モ

デルルームを作ったんですね。見に来て

もらって、部屋の壁の色だとか台所の流

しやユニットバスのタイプを選んでもらう、

というわけですね。 

羅社長 ： モデルルームというのは、中国に

は無かったのですが、最近は見られるよ

うになりました。たぶん日本からの”輸入”

じゃないかと思います。 

安藤 ： こうしたお客様とのコミュニケーショ

ンの問題やその対策は、日本だけじゃな

くて、たぶん世界中どこにでもある課題

ではないかと思います。お客さまに微妙

な部分をきちっと正確に理解してもらい、

ＩＴのビジネス価値を認識してもらいつつ

普及していく時代になってきたと思います。 

　ここまで、色 と々お話を伺うことができまし

た。私ども、アイエックス・ナレッジにとって

も多くの示唆、ヒントをいただきました。

今後ともよろしくお付き合いいただきます

ようお願いします。今日は、本当に有難う

ございました。 

 

　羅寧社長が率いる大連現代社は、ソフトウェア開発から３Ｄ技術、医療、バイ

オ関連のハードウェアさらには教育関連まで手がけ、ハイテク都市・大連の象

徴のような存在（事業内容）です。

　ソフト関係では日本市場を主な対象としてきましたが、ハード関係で約10年

前のバス発券システムを手始めに、タバコ自販機、また駅自動改札機さらに高

速道路のＥＴＣなど、ＲＦＩＤ（チップによる識別・管理）の技術を使った公共向け

のシステム及び機器の開発にも進出しています。こうした交通分野のほか、物

流や、インターネットを利用したセキュリティシステム、そしてＭＲＩのような高度

医療分野にも乗り出し、日本のトップ企業とも提携関係にあります。

　アイエックス・ナレッジ（ＩＫＩ）との関係は、前身のアイエックス時代に交流が

始まりました。業務協力や技術要員の研修派遣が行われたあと99年のＩＫＩ合

併発足に伴い、協力関係をいったん休んでいましたが、両社トップによる個人

的な交流はその後も続き、今回改めて、組込み系システム開発を中心とする協

業関係を構築する段階を迎えています。

　羅社長はこの間の経緯を、「会社の合併は、いわば企業文化のぶつかり合

いという側面を持ちます。それをアイエックス・ナレッジさんはスムーズに成功し、

いい方向に持っていかれました。これは、安藤社長の経営手腕によるものと思っ

ています。社員数が1500人規模と、ほぼ倍増したばかりでなく、成熟した企業

になって、これからじっくり市場を開拓していかれるのだと思います」と、エールを

送っておられています。

　また、安藤社長は大連現代社について、「先端技術分野への取り組み姿勢

が極めて積極的で、しかもその一つ一つを確実にモノにしておられます。これは、

羅社長を中心とする経営陣の方々のアイデア力と目の付けどころ・方向選択

が的確だからです。それに大連現代社は優れた人材を数多く擁しており、今後

ますます、そのブランド力を高めていかれるでしょう」と高く評価しています。
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岸本 和夫さん 
株式会社テクノアソシエ情報システム部次長、 
情報システムグループ長 

テクノアソシエの「活動の基本」（つなぐ・つたえる・つくりだす） 

　シリーズ３回目のお客様は、株式会社テクノアソシエです。

　同社は、１９８６年に販売管理システム立上げに参画して以来のお取引先です。以後、人事・国際・会計等の開発

プロジェクトに参画し、２００６年から大規模な物流倉庫システム開発を受託。今回インタビューに応じていただいたの

は、同社の情報システム部次長、情報システムグループ長の岸本和夫さんです。

ユーザーインタビュー 

お客さま ： 株式会社テクノアソシエ 

提供サービス ：「基幹システム・物流システム開発」 

　日頃「しっかりとしたモノづくりと高品質のサービス」を標榜するＩＫＩグループのサービス業務が、お客様・ユーザーに、どのよう
に評価されているか・・・。システムそのものやシステム開発のプロセス、管理運用の業務品質など、各種サービスのユーザー視
点から見たその効果・成果のほどを、ユーザーの方に直接お聞きすることにしました。題して「ＩＫＩサービスの選ばれる“わけ”」

現場の一体感は、 
達成意欲と責任感から生まれる 

 

 

 

橋本：まず最初に、御社の業務の内容を簡単にお聞かせください。 

岸本：以前は商社という位置づけでしたが、いまは社名も横文字に

しまして、エンジニアリング・カンパニーを標榜しています。開発、設

計もやっています。ふつうは、卸というのは仕入れて売るということな

のですけど、当社は開発、設計にも取組んで図面の扱いも慣れてい

ます。また得意分野に加工があります。切削・プレス・精密部品・押

出し及び組立等の加工も行ないます。それから品質保証です。商

社とか問屋が品質保証をするというのはあまりないのですが、検査

のための機械を本社の３階に設置し、営業所からの依頼にもとづい

て本格的な検査をやっています。蛍光Ｘ線分析装置やデジタルマイ

クロスコープ等の機器を備えて、肉眼ではなかなかわからないものま

で検査しています。そういった品質保証を行なうところが当社の特

徴だと思います。 

橋本：現在、情報システム部をご担当されていますが、情報システ

ム部は何名様で運用されていますか。 

岸本：社員２４名で、派遣と請負いを含めまして合計４２名というとこ

ろです。 

橋本：一昨年ですが、御社の基幹システムの中で物流システムを含

めて各支店のものを本社で統一されるという大がかりなシステム開

発をされましたが、同業他社の方も多数いらっしゃる中で弊社を選

んでいただきました。選ばれたわけは、どういったところでしょうか。 

岸本：ＩＫＩさんは、現在は６名のＳＥと１名のプログラマーで計７名来て

いただいています。基幹システム開発のときはプラス４名のＳＥ、それ

から都度になりますが、かなりのプログラマーの方にも来ていただき

ました。大変重要なパートナーになっていただいています。 

こちらに来ていた

だいている方の業

務知識や弊社の

現行の仕組みに

精通されていると

ころに頼るところ

が非常に大きいと

思います。具体的

には、システム間

の関連性をよく把

握していただいて

います。把握して

いるから問題点も

出てくると思うの

ですが、問題点の

抽出、迅速なトラブル対応。あとは精度の高い仕様書のレビューとい

うか検証ですね。そういったところでかなり頼っています。それから大き

なプロジェクトに対して、一緒にやろうという意気込みがありますね。

言われたことだけじゃなくて、一緒にやっていこうという達成意欲や責

任感。そういうのをお持ちだと思いますね。 

岸本：大きなプロジェクトに対して、メンバーだけでなくて営業の方も

来られています。プロジェクトのフォローとか、ハッパをかけに来てい

ただいたりしていますので、会社としてのそういうフォローの実施があ

りがたいですね。それからベテラン担当者のノウハウの蓄積および

活用は非常に助かっています。それと、一括でお願いした物流シス

テムは、当初はコンサルを受けていた都合上、別の会社に委託する

予定でした。ベンチマークというシステムを仮に作ってみたのです

が、どうもそれがうまいこと動かなくてトラブル続きでした。それで、見

切りをつけることにし、ここはＩＫＩさんに一肌脱いでいただくしかないと

いうことで強引にお願いしました。 

予算はこれだけですよ、という感じで言いましたので、限られた予算

内で比較的短納期で一定の技術で対応していただいたことを本当

にありがたく思っています。 

 

 

 

橋本：弊社がプロジェクトをお受けし、実際にやってみて弊社の運 

サブリーダーの活躍が体制を決める 

営業を含めたフォロー体制と 
ノウハウの蓄積が重要 
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テクノアソシエ会社概要 

ユーザーインタビュー  IKIサービスの選ばれる“わけ” 

1986年  

1989年  

1990年  

1993年  

1997年  

2001年  

 

 

2006年 

販売管理システム立上げに参画 

ＥＤＩシステムの開発開始 

人事（勤怠）システム開発プロジェクト 

業務改革（販売管理システム改善）プロジェクト 

新人事システム開発プロジェクト 

新国際システム開発プロジェクト 

新会計システム開発プロジェクト 

仕入先情報管理システム受託開発 

物流倉庫システム受託開発 

販売管理システム再構築プロジェクト 

名　　称： 
株式会社テクノアソシエ 
（TECHNO ASSOCIE CO., LTD.）  

所  在  地： 
〒５５０-０００１ 
大阪市西区土佐堀３丁目３番１７号  

創　　業： 
文化元年（１８０４年）  

設　　立：  
昭和２１年８月１日（１９４６年）  

資  本  金： ５０億１００万円  

代  表  者： 代表取締役社長　乙幡 範  

従業員数： 連結１,４４２名　単体５７９名（２００８年３月現在）  

株式上場： 東京証券取引所　市場第二部（１９９９年７月２６日）
大阪証券取引所　市場第二部（１９８８年１１月１６日）  

事業内容： 鋲螺類、加工品、金属素材、電材品、化成品、産業
機器、その他販売及び、これに付帯または関連する
事業 

ユーザーの視点に立った改善提案を 

株式会社テクノアソシエ様　業務実績 

営の仕方・プロジェクトを組んだ体制について何かお気づきの点が

ありましたら、いい点、悪い点を含めて教えて下さい。 

岸本：一括で御願いしたのは物流システムですが、ＩＫＩさんのメン

バーが多くかかわっている今回のプロジェクトについて簡単にお話し

します。このプロジェクトは当社の基幹システムを一斉にリプレース

し、新たに物流システム・営業支援システムを追加しました。これも

当初、一括で別のベンダーにお願いしていたのですが、納期や工数

及びシステムの難易度が予想を大幅に超えていたということで、プ

ロジェクトから降りることになってしまいました。結果、当社主体で

やっていこうということになったのですが、実際、当時社員というのは

ＳＥ６名、プログラマー２名。あとはインフラと支援のメンバーですの

で、実際に開発できるものはこの８名しかいませんでした。どうしても

体制が組めない状態でした。社員は、他のシステムの保守面も面倒

を見ていかなければいけない。当時は当プロジェクトのＳＥ工数を７００

人月から８００人月を予想していました。実際は８００人月を結果として

は超えていましたけど。とても数名でできるような体制ではない。そう

いったジレンマがありまして、いわゆる「失敗プロジェクト」になってし

まうのではないか…というプレッシャーがありました。それでもなんとか

しようということで、物流はＩＫＩさんにお願いしました。会計のほうは別

のＣ社というところにお願いしていました。ぜんぜん見通しが立って

いなかった購買、販売、在庫については、従来から来ていただいてい

るＩＫＩさんのメンバー３名、それからＮ社というところがもう１つあります

ので、そこの１名と合計４名にサブシステムのリーダーになっていただ

いて、ＩＫＩさんとＮ社を中心に販売・物流のメンバーを１２名集めまし

た。これもすぐ集めてくださいと無理なお願いをしました。また並行し

て社員のほうも４名ほど増強し体制を整えることに注力しました。 

また物流システムでは、当社に２名の担当者に来て頂き、物流担当

の社員と販売・物流のメンバーと綿密な打合せ・詳細確認を行ない

ました。様々な要望を御願いしましたが、理解して頂けるのが早く、

対応も早かったです。品質も安定していました。体制面では各シス

テムの中で一番良かったと思います。担当者は大変だったかもしれ

ませんが…？ 

いろいろありましたが、皆さんに頑張っていただいたおかげで２年数

カ月かけて本稼動することができました。いまは大きなトラブルもなく

て無事にシステムが動いているという状況です。 

橋本：上手くいった要因はどういうところにあったのでしょうか。 

岸本：メンバーのみなさんの、とにかくやっていこうというモチベー

ションと、技量はもちろんあったのですが、間に入っていただいたＩ

ＫＩさんやＮ社さんのサブシステムリーダーの活躍が大きかったと思

います。よかった点というのは、そういった体制が機能して新シス

テムがいま無事に動いているということです。一緒の釜の飯を食

べているということで、最後はみな仲良しになっていきました

（笑）。どこの会社も関係なくなってきて、けっこう人間関係がよ

かったと思います。悪かった点は、大きなプロジェクトの経験者が少

ないということです。そういうことでプロマネの一部とプロジェクト全

体のリーダーと販売・物流のリーダーを私が受け持つことになりまし

た。役割が集中しましていまして、社員になかなかノウハウの継承が

できなかったということです。それで時間がないものですから、ついつ

い中途半端な指示を出すこともありました。それでも大変なのはわ

かってもらっていましたから、次にはこれをやっておきますわ、という感

じで意を汲んでもらい大変助けられました。 

それからもう１つ悪かった点では、本稼働時にはいろいろやらなけれ

ばならないことが多くて、本稼働前後に納期切迫というのがありまし

た。稼働後ですけど、トラブル対応でみなさんに無理を言って残業

や休日出勤をしてもらいました。これは反省していることです。 

 

 

 

 

橋本：出来上がった後の品質につきまして御社はどういったところ

を重点に考えられていますか。 

岸本：統合ＩＳＯといいまして、ＩＳＯ９０００とＩＳＯ１４０００をやっていま

す。そこでいろいろ取り決め事項がありましてけっこう大変なのです

が、ここで検証するべきところは検証してここでレビューしてというの

をきっちり守ってドキュメントを残すようにしていただいていますので、

一緒にプロジェクトをやっていただいている方については内容をか

なりご理解していただいたと思います。品質は、特に会社としての取

り組みや体制も重要ですけど、ＳＥはやはり個人のスキルとか意欲と

かそういったところに負うことが多いと思います。そういう面ではよい

メンバーを揃えていただいたなあという気がしています。そこで手順

とかに不備があったらアドバイスをもらったりします。それから内容を

理解して仕様レビューやテストをやって問題点の抽出や迅速な対

応が大変ありがたかったと思います。 

 

 

 

橋本：改善すべき点、期待されている点があれば、お聞かせいた

だきたいのですが。 

岸本：要望ということでは、要件とかはユーザー側がだいたい決め

るのですけど、その意図とかもっと工夫するところを提案していた

だけたらなあと思います。要件はユーザー側で決めるものだ、とい

うのではなくて、もっと理解していいものを作ろうという面では協力

してほしいと思います。そういうことができてないということではない

のですけど、さらに踏み込んでほしいなと思います。 

自社でやっているとどうしても井の中の蛙になってしまいますの

で、我々が取り組むべきテーマ等もご提案いただけたらと思いま

す。いろいろな雑誌を見たりしてもどうもピンとこなかったりします

ので、他社の動向も教えていただきたいと思います。それから

ウォーターフォール型でずっとやっているのですが、常に改善、改

善ですからこれでいいということはないので、生産性向上のための

工夫とかツールの紹介、品質向上のための工夫などの提案をど

んどんいただけたらと思います。一緒に考えていっていただけたら

と思います。それから徐々に海外システムの支援を手がけていか

なければならないのですが、そういったところで何かノウハウ的なア

ドバイスがありましたら、それも御願いしたいと思います。 

岸本：もう１つお願いしたいのは、やはりＳＥですのでどうしても技術

者的になってしまうので、メンバーのノウハウをドキュメントに書くだ

けではなくてどんどん継承していってほしいなあというのはあります

ね。若返りを図ることもありえますので。 

ドキュメントは揃えている方だと思うのですがドキュメントだけでは、

けっこう伝えきれないですよね。導入が終わって、何人も帰ってい

ただいた方もいます。ドキュメントを使用し引き継ぎをやったのです

けど、２年半以上、３年近くやっている人が１日２日で引き継げるも

のではありません。サブシステム当り約１週間かけましたけど、それ

だけでは十分には引き継げてないと思います。実際は概要とか調

べ方くらいしかわからないと思いますしね（笑）。そういうこともあり

ますので会社としてのノウハウの継承にも取組んでいっていただ

けたらと思います。 

橋本：きょうは貴重なお話をいただきましてどうもありがとうござい

ました。 

統合ＩＳＯに従いしっかりとした 
ドキュメントを残す 
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現在、さまざまなOSSが公開されており、OSSが適用可能

なシステム機能範囲も驚異的な広がりを見せています。代

表的な日本企業の約70%がなんらかの形態でOSSを活用

しており、「商用プログラムを搭載しない、OSSのみで構成さ

れた業務システム」も珍しくありません。

Obliqueとは、お客様に提供する業務システムの効率的

な開発を可能にするフレームワーク（共通プログラム）およ

び、開発標準（共通手法）です。個別案件の業務アプリケー

ションは、Obliqueの環境下で開発・稼動します。

前述したOSSプロダクトであるStrutsやTOMCATと連携

して動作することにより、OSSの持つ長所を享受しつつ、私

たちの持つ業務システム構築ノウハウを生かしたサービスの

提供を可能にしています。

Obliqueの導入によって、個別の案件を横断した開発標準で

システムを構築することにより、以下の効果がもたらされます。

●低価格・短納期での開発を実現 

Obliqueはお客様に無償で提供しています。開発および

評価済の共通プログラムの無償導入は、状況によって価格

面で30%以上、納期面で50%以上のコストカットが可能です。

●品質の向上 

開発者は案件個別での業務機能の開発に集中できるの

で、業務システムの品質向上が実現されます。特にセキュリ

ティ面での品質問題はシステム全体に及ぼす影響度が高

く、これが解決される事は非常に大きな導入メリットとなりま

す。

●保守性の向上 

メンテナンス費用の削減や機能追加等のシステム改修に

おいても柔軟な対応を可能にしています。

Obliqueは2007年にVer.1が完成しました。当時、一括開

発案件が同時に複数稼動している中で、「短納期・高品質」を

並行推進する開発施策に課題がありました。

その課題に対する「IKIの開発ノウハウを集約した共通的

なプログラムと開発手法の策定」を目的に、Obliqueの開発

を開始しました。

現在Obliqueは、流通業者様向け案件や大手通信業者

様向け案件また官公庁様向けの高機密度案件にも導入さ

れるなど、多くの実績を積んでいます。

今後の取り組みとしては以下のような活動を予定しています。

・Flashアプリに代表されるRIA（Rich Internet  

Application）への取り組み

・案件提案段階からのお客様へのアプローチ方法を

も含めた、より洗練された開発手法の確立

・ObliqueのプログラムそのものをOSSとして公開する

ことによる社会的な貢献 

1998年にアメリカで始まったOSS（オープンソースソフトウェア）運動は、 

システム開発手法に劇的な変化をもたらしました。 

高機能で稼動実績豊富なソフトウェアが安価もしくは無償で利用できるという状況は、 

同時に私たちシステム開発企業に対して低価格・短納期という市場からの要求となって現れています。 

今回は、そうした環境の変化に対してのアイエックスナレッジの取り組みから生まれた 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　をご紹介します。 

ICTソリューション事業部 コンサルタント　岩谷 和男 

SIサービスにおける生産性向上への取り組み 

Linux 

Apache 

TOMCAT 

Struts 

PostgreSQL

オペレーティングシステム（OS）

ネットワーク上でホームページ公開
等のサービス（www）

wwwサービス上でjavaプログラムの
動作環境を提供

HTMLアプリケーションの効率的な
開発を可能にするフレームワーク

データベースサービス

【代表的なOSSの一例】 

Obliqueを活用したサービスを構成する際の 
プログラム階層イメージ 【 【 

案件個別の 
業務アプリケーション 
（Webアプリ） 

Strutsフレームワーク 

J2EE実行環境 
（TOMCAT 等） 

JAVA実行環境 

OS（UNIX / Linux / Windows） 

Obliqueフレームワーク 

Oblique 
共通モジュール 

案件個別の 
業務アプリケーション 
（stand-aloneアプリ） 
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　ストレスには快ストレスと不快ストレスがあります。適度なス

トレスは交感神経系を目覚めさせ、判断力、行動力を高めます。

セリエも「ストレスは人生のスパイスだ」と述べています。 

　快ストレスは、たとえば、運動によるストレスなどで、運動を行

うと負荷が刺激になって体はさまざまな反応を起こしますが、

それが適度なものであれば、爽快感を感じることができます。

また、適度なストレスは交感神経系を活性化し抵抗力をつける

ように働きます。脳がよろこびを感じるわけです。 

　一方、不快ストレスは、過剰で慢性的なストレスで、不快に

なったり病気を誘ったりします。 

　ストレスは、少なくても多くてもいけないようです。毎日何の

緊張もなく、頭や体を働かせることもなく、ただ漫然と過ごして

いる過少ストレスの状態は、人の体や心を鈍らせ、退化させて

しまいます。適度なストレスは人間の行動を適度に活性化し、

快適で張りのある生活を可能にし、心理的・生理的にもっとも

効率の高い状態をもたらします。過剰のストレスや長期にわた

るストレスの多くは、不快感や病気などの害をもたらします。

何事も「適度」が良いようです。 

 

 
●身体症状　肩こり、倦怠感、疲労感、頭痛、動博、めまい、 
　　　　　　下痢、食欲不振、睦眠障害など 

●身体疾患　消化性潰瘍（心身症）、気管支喘息（心身症）、
　　　　　　偏頭痛（心身症）、過敏性腸症候群（心身症） 
　　　　　　など 

 
 
●精神疾患　不安障害、気分障害や適応障害など 
●情動反応　不安、緊張、過敏、焦燥、抑うつ、気力低下、意欲
　　　　　　減退など 
●行動の面　生活習慣の乱れと関連し、ギャンブルやア
　　　　　　ルコール依存、出社困難、仕事上のミス、作業　
　　　　　　能率低下、事故頻発など 

があります。 

ストレスとは 

快ストレスと不快ストレス 

 
　ストレス（stress）とは、もともと「重圧」「圧迫」や「ひず
み」などを意味する言葉でしたが、1930年代後半にカナダの
生理学者セリエ（Selye,H.）によって「外界のあらゆる要求に
よってもたらされる身体の非特異的反応」を表す概念として
提唱されました。 
　生体が外部から物理
的、心理的、社会的にいろ
いろな刺激を受けて緊張、
歪みの状態を起こすと、さ
まざまな刺激（ストレッ
サー）に対して、共通の
（非特異的な）生理学的変
化を引き起こす。セリエは
このような変化について、
汎適応症候群として、以
下のものをあげています。 

①副腎皮質の肥大（内分泌系） 
②胸腺・脾臓・リンパ節の萎縮（免疫系） 
③胃と十二指腸の出血や潰瘍の発生（自律神経系） 
 
　では、ストレスにさらされると、具体的にはどのような反応
が心身に現れるのでしょうか。 

配偶者の死 

離婚 

夫婦別居 

刑務所などへの収容 

家族の一員の死亡 

本人の大きな病気やケガ 

結婚 

失業 

夫婦の和解 

退職・引退 

家族の一員の病気や大きな変化 

妊娠 

性的な障害 

新しい家族メンバーが増える 

仕事の再適応 

家庭経済状態の大きな変化 

親友の死亡 

転勤・配置転換 

配偶者とのトラブル 

１千万円以上の借金 

借金やローンの抵当流れ 

仕事上の責任（地位）の変化 

子女が家を離れる 

義理の親族とのトラブル 

個人的な成功 

妻が仕事を始める、辞める 

ライフイベント 順位 ＬＣＵ ライフイベント 順位 ＬＣＵ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26

100 

76 

65 

63 

63 

53 

50 

47 

45 

45 

44 

40 

39 

39 

39 

38 

37 

36 

35 

31 

30 

29 

29 

29 

28 

26

本人の進学または卒業 

生活状況の変化 

個人的習慣の変更 

上司とのトラブル 

勤務時間や労働条件の変化 

住居が変わる 

学校生活の変化 

レクリェーションに関しての変化 

宗教活動上の変化 

社会活動上の変化 

1千万円以下の借金 

睡眠習慣の変化 

団欒の家族員の数の変化 

食事習慣の変化 

長期休暇 

クリスマス等 

ちょっとした法律違反 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43

26 

25 

24 

23 

20 

20 

20 

19 

19 

18 

17 

16 

15 

15 

13 

12 

11

ＬＣＵの合計点（1年間） 
300点 
以上 

150点 
以上 

150点 
未満 

80点 
以下 

とても強いストレッサーを経験  
80%の人が近い将来うつ病などの可能性  
比較的強いストレッサーを経験  
50%の人が1年以内に心身症になる可能性  

ストレッサーはそれほど多くない  
 
 

ストレッサーはとても少ない  
 

前回までにセルフケアでは「働く人が自ら行うストレスへの気づきと対処」、ラインケア
では「いつもと違う部下に気づく→声かけ→聴く→つなぐ」ことが大切だという話をし
てきました。今回はそのストレスに焦点をあてて、ストレスとは何か、その対処方法など
について考えてみましょう。 

ＩＫＩ社員相談室カウンセラー 
長橋 輝明氏 

ストレッサーの測定 

　過去1年間のＬＣＵの合計が一定の基準を超えると心身疾患にかかる可能性が高くなります。 
重大性が比較的低くてもライフイベントが複数重なるとＬＣＵ値が高くなり心身の障害リスクが高くなるわけです。 

 

　ホームズとレイ（Holmes,T.H. ＆ Rahe,R.H.1967）は「生活

上の重大な出来事（Stressful life event）によって引き起こさ

れた生活様式の変化に再適応するまでの労力が心身の健康

状態に影響をおよぼす」という考え方に基づいて、社会的再適

応評定尺度（social readjustment rating scale）を作成し、個

人のストレス・レベルを測定しようとしました。これはライフイ

ベント法と呼ばれています。考えられるライフイベント43項目

を抽出し、そのストレスの及ぼす強度をLCU（Life Change 

Units value：生活変化単位値）とし、客観的に数値で表したわ

けです。このLCUを使って自分自身の過去1年間のストレッ

サーを測ってみましょう。 

【図2】　ライフイベントＬＣＵ表 

【図1】　ストレッサーとストレス 
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ストレッサーが複数になると ストレス耐性を高める 
 

　職場のストレッサーによって、個人のストレス耐性の限界を超

えたときに、なんらかの健康障害が発生するということであれ

ば、個人のストレス耐性を高めることが、健康障害リスク上昇に

対する防波堤になります。 

 

自分の健康は自分でまもる 
 

　100年に1度といわれる世界的規模の金融・経済危機の状

況下において、働く人を取り巻く環境はますます厳しくなって

います。そんな中でも働きがいのある職業生活をおくるため、

また健康で生きがいのある家庭生活・地域社会生活を送るた

めにも自分自身を守るためのセルフケア、職場の部下や同僚

が働きやすい環境を提供するためのラインケアが求められて

います。 

 

　自分の健康は自分で守る。ストレスを知り、マネジメントする

ことにより、自分自身のストレス耐性を高めていきましょう。 

■ 島悟・佐藤恵美 ストレスマネジメント  
   2007年6月 日本経済新聞出版社 
■ 入門産業カウンセリング入門  
   2006年3月 日本産業カウンセラー協会 

■ メンタルヘルスマネジメント検定試験Ⅰ種公式テキスト  
   2006年6月 中央経済社 
■ 心理学辞典 2005年7月 有斐閣 
■ 自殺実体白書2008〔第二版〕 
   NPO 自殺対策支援センター ライフリンク 
 

ストレス対処法 
 

　ストレス耐性を高めるには、ストレス対処法（「ストレスコーピ

ング」ともいう）を普段から実践しておくことが大切です。と

いっても、あらためて特別な事をするわけではありません。休

養、睡眠、運動、趣味、リラクセーションなどがこれにあたります。 

 

　充分な睡眠時間や休養がとれない状態は危険信号です。睡

眠時間や休養が減ってくると疲労が蓄積され、脳・心臓疾患の

健康障害リスクが高まります。睡眠時間が5時間以下になるよ

うな仕事の仕方が健康障害をもたらし、最悪の場合は「過労

死」となります。なるべく6時間以上の睡眠をとるようにしま

しょう。脳は、起きている間に蓄えた情報を睡眠時に反すうし

ながら整え、記憶に定着させるといいます。能力開発の面でも

睡眠はとても大切なのです。 

 

 

　ウォーキングやジョギング、水泳などのスポーツや趣味、日常

から離れての旅行などは、リフレッシュ効果が大きく、精神的緊

張から開放されます。自然に触れる森林浴や森林ウォークなど

で自然に癒されるのもいいでしょう。 

 

 

　リラクセーションとは簡単に言うと、筋肉をゆるめ、呼吸を落

ち着かせ、自律神経系の働きを整えることです。これらの方法

により、身体の緊張がとれ、不安や怒りなどの気持ちを落ち着

かせる効果を得ることができます。リラックスした状態では、

ゆっくりした深い呼吸、心拍数の低下、血圧の低下、皮膚温の上

昇などの生理的変化が生じてきます。リラックスするコツは、身

体から心に働きかけることです。 

職業性ストレスモデル 

 

　私たちが職場や家庭・地域で生活をしていくうえでストレッ

サー要因がないということは考えられません。この要因がひ

とつの場合は、人はけっこう耐えられるものです。しかし、こ

の要因が2つ、3つと複合的に増えてくると危機的状況に陥る

危険性があります。 

　自殺実態白書2008【第2版】では、自殺時に抱えていた「危

機要因」数の一人あたり平均は4件、と報告しています。また、

「うつ病」「家庭の不和」「負債」「身体疾患」「生活苦」「職場

の人間関係」「職場環境の変化」「失業」「事業不振」「過労」

を10大要因として、これらのうち複数の危険要因が連鎖しな

がら危機経路を形成しているとも報告しています。 

　このうち職場で考えられる危機要因は、「うつ病」「職場の

人間関係」「職場環境の変化」「過労」があります。「配置転

換」先で→「過労」＋「職場の人間関係」→「うつ病」→自殺の

危機経路のパターンが例示されています。これらをさけるた

めには、以下のような対応を考える必要があります。 

 

 

　「職業性ストレスモデル」といわれるものが数多く提唱され

ていますが、米国労働安全保健研究所（ＮＩＯＳＨ：National 

Institute for Occupational Safty and Health）のモデルが最

も包括的といわれています。 

　「職場のストレッサー」とストレッサーによって引き起こされ

る「急性のストレス反応」と「病気」への進展を軸として、ストレ

ス反応に影響を与える「個人的要因」「仕事以外の要因」のほ

か社会的支援などのストレスを緩和する「緩衝要因」が取り入

れられています。 

　職場のストレッサーがいくつか重なった時、あるいは長期に

わたって持続して、個人のストレス耐性の限界を超えたときに、

なんらかの健康障害が発生します。ストレス反応の強さは、年

齢、性別、性格や行動パターン、自己評価などの個人的要因の

影響を大きく受けます。上司や同僚、家族など周囲からの支援

はストレス反応や健康障害の発生を防ぐ緩衡要因となります。 

 

呼吸法（深くてゆっくりした呼吸）・・・今すぐ出来る 

筋弛緩法（“筋肉を緊張させる＆ゆるめる”を繰り返す） 

…今すぐ出来る 

ヨガ・・・すぐ開始でき、リラックス感も得られる 

自律訓練法（自己催眠的）・・・教わればすぐ開始出来る　

（リラックス感は2週間～2ヶ月後） 

気功・・・ある程度の訓練が必要 

座禅・・・長期の訓練が必要 

その他いろいろなセラピー 

（アロマ、カラー、メイク、アニマル、音楽、森林などなど） 

 

1

2

3

4

5

6

7

対処法 

1

対処法 

2

対処法 

3

Rest（休養、睡眠） 

Spots & Recreation（運動、旅行・趣味） 

Relaxation（リラクセーション） 

自らセルフケアする、いつもと違う部下に
気づく→声かけ→聞く→つなぐ 

お互いの存在を認め合う関係構築をつくる 

 
職場が変わったりしたら、残業少なめなど
「ならし運転」の配慮 

睡眠時間が5時間以下になるような働き
方をさせない・しない 

「うつ病」を 
出さない 

職場の 
人間関係 

職場環境の 
変化 

過労 

職場環境 
役割の葛藤、不明確さ 
人間関係、対人責任性 
仕事のコントロール    
仕事の量的負荷と変動性 
仕事の将来性不安 
仕事の要求に対する認識 
不充分な技術活用 
交代制勤務 

職場のストレッサー 
年齢、性別 
結婚生活の状況 
雇用保証期間 

職種（肩書） 
性格 
自己評価（自尊心） 

個人的要因 

仕事に基づく心身の障害 
 

医師の診断による問題へ 

疾　　病 

家族、家庭からの欲求 

仕事以外の要因 

社会的支援 
　上司、同僚、家族 

緩衝要因 

心理的反応  
仕事への不満 
抑うつ 

生理的反応  
身体的訴え 

行動化  
事故 
薬物使用 
病気欠勤 

急性のストレス反応 

【図3】　ＮＩＯＳＨ職業性ストレスモデル 
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■IPCC:http://www.ipcc.ch/ 

■環境省のIPCC報告書類: 

　http://www.env.go.jp/earth/ipcc/4th_rep.html 

■チームマイナス６％： 

　http://www.team-6.jp/index.html 

■武田 邦彦(中部大学):http://takedanet.com/ 

■偽善エコロジー ｢環境生活｣が地球を破壊する、 

　武田 邦彦著、幻冬舎新書 

■緑のgoo:http://eco.goo.ne.jp/search/ 

■マイ箸推進プロジェクト:http://www.my-hashi.jp/

参考文献 

地球温暖化対策の背景1

田中 一夫（品質管理部） 

ボランティアとエコ

個人でできる
地球温暖化対策3

地球温暖化対策の
組織での取り組み2

前回は、フリー・ソフトウェアとボランティアの関係についてご紹

介しました。今回は「ボランティアと地球温暖化防止策」につい

てです。 

数年前までは地球温暖化を否定する意見もありましたが、ゴ

ア元副大統領の活動や２００７年にIPCC（国連配下の政府間

機構）から出された「第４次評価報告書」により、地球温暖化は

人間の活動によるCO２排出が原因であるとの見方が大勢を占

めています。 

１９９７年１２月、京都で「第３回気候変動枠組条約締約国会議

（COP３）」が開催されました。この時いわゆる「京都議定書」とし

て、わが国に定められたのは、１９９０年を基準として２０１２年までに

CO２を６％削減させようという目標数値です。「チームマイナス６

％」は、この目標を達成するために国民的プロジェクトとして活動

しています。わが社もこの活動に参加し、またISO１４００１認証の

環境マネジメントシステムを機軸として、地球温暖化対策に力を

入れています。 

 

 

地球温暖化には日常でのエコ活動が効果的です。エコとは、エコ

ロジー（eｃｏｌｏｇｙ）あるいはエコノミー（ｅｃｏｎｏｍｙ）から発生していま

す。ここで社内での具体的なエコ活動をご紹介しますと 

■クールビズの実施 

■資源ゴミなどの詳細分別 

■昼休み時間やオフィスブロック単位での消灯 

■PCなどOA機器の省エネモード設定、こまめな電源オフ 

などが挙がります。時に社員から「昼休みぐらい明るい部屋で過ごさ

せてくれよ」との声もありますが、企業単位のエコ活動、企業の社会

的責任という観点からも全社員での活動を原則としています。 

わが社は、システム開発から保守・運用までの一貫したITソ

リューションサービスを提供していますが、このサービスにおいてもエ

コ活動へ繋げる必要があります。 

システム設計・実装・テスト工程でのコピー紙利用抑制や、生産

性向上・品質向上活動の相乗効果でエコ活動にも貢献できるわけ

です。私たちが作り上げる情報システム基盤が環境に貢献してい

るシステムである事が望ましいのです。既にIT業界においても「グ

リーンIT」をキーワードとして、CO２排出の少ない省エネ機器の製

造・導入など、環境を考慮したITサービスに向いています。わたした

ちは、お客様の満足度と、生産性・品質の向上を常に意識すること

で、たとえ間接的であっても、地球環境にも良い影響を与えることが

できると言えるでしょう。 

 

 

 

 

ここからは今回のテーマである個人で実践できるエコ活動につい

て考えてみたいと思います。先ず思いつくのは、冒頭で触れた「チー

ムマイナス６％」への参加ですが、ただ参加しただけでは実践になり

ません。「チームマイナス６％」ホームページの「個人向け」ページ

では、個人でできる様 な々エコ情報が提供されています。ぜひアクセ

スして、それらを実施してみてください。 

少し私的な話になりますが、ある日スーパーへ買い物に行ったら、

レジ袋が有料化されていました。まだ一部の地域だけかもしれません

が、レジ袋の利用を減らすエコ活動で地方自治体とも協力している

ようです。レジ袋に関して中部大学の武田教授は「レジ袋は石油の

残りかすから作るので削減は意味がないのでは」と発言しています

が、さて、どちらが真実なのでしょうか。「チームマイナス６％」ではこれ

について「スーパーから家までの短時間で一生を終える袋がある」と

不利用を啓蒙しています。私もマイバッグを持ち歩くのは良いことだ

と思います。最近では近所のスーパーのレジ袋が１枚５円になった

こともあって、家計の都合からもマイバッグを持ち歩くようにしました。 

インターネットでも個人でできるエコ活動があります。インターネッ

トの利用は、検索、ブログ作成、ショッピングと様々ですが、主に検索

が多いと思います。その際、「緑のｇｏｏ」を経由すれば知らずに環

境保護団体に寄付をしてくれるんです。この検索サイトの運営会社

ｇｏｏが、収益の１５％相当分を環境保護団体に寄付し活動を支援

しています。毎日何度か検索サイトを利用しますので、その検索を

「緑のｇｏｏ」で行えば地球温暖化防止活動に参加している事にも

なります。 

また（“エゴ”なのかもしれませんが）森林伐採を減らし、地球温

暖化防止に影響すると信じて日々実践している「マイ箸」がありま

す。割り箸についても、色々な議論があります。割り箸には、新しい

材木から作る割り箸、樹木を育成させるために間伐材から作る割り

箸の２種類があります。前者の多くは輸入品で、中国製が多くを占

めています。コンビニ弁当などにはこの割り箸が使われています。後

者は高級な割り箸の類で（わたしは滅多に行けませんが）料理屋や

料亭などで出されています。飲み屋で「マイ箸」を出すのは初めは恥

ずかしかったですが、最近は店の方も覚えていてくれ、私の前には割

り箸を出さないようにしてくれます。実は、「マイ箸」を持つようになっ

たきっかけは、少し不純なんですが、あるエコのシンポジウム後の懇

親会で、講師の方が背広の内ポケットから「マイ箸」を出し、食べ終

わるとティッシュで拭いて箸袋にしまい背広の内ポケットに仕舞った

姿を見て、カッコ良いと感じて、自分でも早速、箸袋と箸を買ってし

まったんです。 

これも最近のことですが、近所を散歩していたら、ゴミを拾いなが

ら歩いている家族を見かけました。誰に指示されたわけでもなく、ゴミ

袋を持って道端に落ちているゴミを拾って歩いていたのです。さらに

その明くる日には、用水路のゴミさらいに汗を流している人を見かけ

ました。用水路の水は少ないのですが、長靴を履いて熱心に空き缶

やゴミを拾っている姿を見てとても感激しました。こういったボラン

ティア的なことが、個人で身近にできるエコ活動ではないでしょうか。 

日本には「もったいない」という言葉があります。この「もったな

い」と以下の３つのRは同じ心だと聞きました。 

●Rｅｄｕｃｅ（リデュース） 

　減らす。切り詰める。つまり、ゴミの排出を少なくすること。 

●Rｅｕｓｅ（リユース） 

　再使用。再利用。使用済みの物を再び何かの形で使うこと。 

●Rｅｃｙｃｌｅ（リサイクル） 

　再生利用。不要物・廃物を再生して資源に復元、活用すること。 

確かに、よく考えてみると同じだと思います。文末になりましたが、

日本古来の「もったない」の心を持って、今後も地球温暖化防止に

臨みたいと思います。 

地球温暖化
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１. 評価の目的 

ＩＫＩグループでは、人間力・現場力に優れた“人財”の育成にあたって、 

さまざまなスキルを養う多段階・多角的なカリキュラムを設定するだけでなく、 

教育・研修の効果をさまざまな手法を駆使し、測定・確認することによって、 

この活動を評価しています。 

今回は、その一端をご紹介します。 

（株）ＩＫＩアットラーニング　教育ソリューション事業部 
松井 睦子 

人財育成の評価目的 

成果  
  

行動変化  

学習  

反応  

結果評価  
  

反応評価  
  

input評価  
   
  

状況評価  

人財育成の成果や結果について情
報を収集し評価する         

参加者の反応に関する情報を収集し
評価、検討する         

教育の目的を達成するためのリソー
スの評価とリソースを効果的に活用
しているか否かを検討する         

教育が必要か否かを検討する        

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１  

成果評価  
    
  

プロセス評価  
  

input評価  
   
  

状況評価  

成果を検証し、研修プログラムが現
状の問題に対して適合していたかど
うかを検討する         

実施を担当する責任者に、計画立案
時や実施時の反省点を検討する         

リソースを研修プログラムの目的に
応じてどの様にして適切かつ有効に
利用するかを検討する         

具体的な現状の問題を確認し、ニー
ズと機会から目標を検討する        

参加者が組織に良い影響を及ぼした
かを評価する         

参加者の行動が改善されたを評価する         

参加者が何を学習したかを評価する         

参加者が満足していたかを評価する        

レベル 要　　　件 

４ 
 
３ 
 

２ 
 
１  

レベル 要　　　件 

■ＣＩＰＰモデル 

■ＣＩＲＯモデル 

４ 
 
３ 
 ２ 
 １  

レベル 要　　　件 

■カークパトリックによるモデル 

人材育成サービスのご紹介

①研修プログラムの目的を達成したか否かを決定する 

②人材育成のプロセスにおける強みと弱みを確認する 

③研修プログラムのコスト有効性を比較する（ＲＯＩ） 

④参加の有無を決定できる情報を提供しているかどうか

を確認する 

⑤テスト、ケース、演習の明確さと妥当性を検定する 

⑥どの参加者がその研修プログラムでもっともスキルを

伸ばしたかを確認する 

⑦参加者が実業務で実施すべき課題を強化する 

⑧研修プログラムに今後どの様に参加を促すかを決定す

るために必要なデータを収集する 

⑨その研修プログラムが適切な解決策を提供したかどう

かを見る 

⑩意思決定の際に経営者の手助けとなるデータベース

を構築する 

２. 効果測定の評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人財育成の目的は、単に現場で業績をあげられる優秀

な人材を育てるということではなく、「生き生きと事業に貢献

できる優秀な人財を育てる」ことにあると考えています。生

き生きと事業に貢献できる人財は、組織にも何らかの変化

を生みます。 

そして人財育成は、効率的にかつタイムリーに行わなけ

ればなりません。そのために、人財育成の活動やプロセス

を改善し、また研修プログラムの重要性や価値を高める必

要があります。実施した研修プログラムを評価することや

実施のプロセスを評価することは、より効果的な人財育成

を進めることになると考えます。 

「教育研修効果測定ハンドブック」（ジャックＪ．フィリップ

ス著）では、評価目的を１０項目に分類しています。人財育

成の効果測定というと、実施している研修プログラムに対

する評価のみを取り上げているケースを良く見かけますが、

本来は、人財育成や教育を担当している部門もしくは企業

もまた、自身を評価し改善する必要があります。 

 

 

 

 

評価の目的、研修プログラムの種類等によって、何を評

価するかは自ずと異なります。しかし、なんらかの評価モデ

ルを持つことは、人財育成や教育を担当している部門で行

う改善の目標、指針にもなります。そこで、いくつかの評価

モデルをご紹介いたします。 

おそらく、最も知られているモデルは、研修コースに着目

したカークパトリックの４段階評価ではないでしょうか。この

「カークパトリックモデル」にレベル５の評価を加え、研修プ

ログラムの成果とコストの金銭的価値の測定（ＲＯＩ評価）

を設定しているものもあります。 

カークパトリックモデルよりも評価を若干広義に扱うのが

状況（Context）、インプット（Input）、反応（Reaction）、結

果（Outcome）の頭文字をとった「ＣＩＲＯモデル」です。 

また、「ＣＩＰＰモデル」は、状況（Context）、インプット（Input）、

プロセス（Process）、成果（Product）の頭文字をとったモ

デルで、目標を設定し、研修コースを計画し、実施し、そして

次への改善を検討することを意図しています。改善のサイ

クルを回す上で、有効なモデルといえるでしょう。 
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レベル１ 
 

レベル１ 
 

レベル２ 
 

レベル２ 
 

レベル３ 
 

レベル３ 
 

レベル４ 
 

レベル４ 
 

「ナレッジ＝知識」と私 「ナレッジ＝知識」と私 「ナレッジ＝知識」と私 田 島  清 博 

現 

ナ 
ア 

改 代は知識経済社会である。古くはアルビン・ト

フラーの“第三の波”でも謳われたように、第

一の農業革命、第二の産業革命（工業化時代）、そし

て第三の波が現代の知識産業革命である。昨年秋

からの世界同時経済危機の最中にあるものの、包括

的に見れば２０世紀末からの知識産業は爆発的な成

長を遂げていると言える。時間・空間・知識の劇的な

変化の波の只中にいる私自身を少々振り返ってみたい。 

　知識工学。学生時代、情報工学科に籍を置いた私

の唯一の興味は、知識工学なるものであった。帰納推

論、仮説推論、演繹推論、エキスパートシステム、ナレッ

ジベース、人工知能。当時、あまり勉学に勤しんだ方

でなかった私が、この講義にだけは背筋がゾクゾクし

たことを覚えている。知識という物の価値、目に見えな

い無形のものを価値とする業界で働いてみたいと思

い始め、この業界に入る事を決めた。 

 

レッジエンジニア。AI（Artificial Intelligence）。

スピルバーグの映画のタイトルにもなり、覚えて

いる方も多かろう。当時、AIシステムを構築する技術者

をKE（Knowledge Engineer）と呼んだ。恥ずかしな

がら入社面接であなたの入社後の将来像は？と聞かれ、

“KEになりたいです！”。２０年前の話だ。 

　ナレッジマネジメント。旧来からある概念だが、インター

ネットが爆発的に普及した１９９８年頃から広く喧伝さ

れ始めた。今日のビジネスの現場において、意識する・

しないに関らず、企業経営やプロジェクトマネジメント

成功の必須要件ともいえよう。知識経済社会を生き抜

くためには、知っておかなければならない概念である。 

　知識資本。現代はモノとカネだけのＢ／Ｓでは表現

しきれない時代であるという。現代の知識経済社会に

生きる企業としては、知識資本のみならず、人的資本、

文化資本、倫理資本、環境資本などの無形の財の価

値を高めていく必要があろう。 

めて、知識の量と種類が爆発的に増大し、複

雑さを増す今日、知識を形成する情報もまた、

絶えず産出・発信され増え続けている。入手したころ

にはすでに陳腐化しているものもあり、誤報や偽情報

も同様に増え続ける時代にある。ネットによる中傷・誹

謗によって自殺に追いやられた韓国女優の話、日本

国内でも小中学生のメールによるいじめは社会問題

化している。 

　我々はあふれる知識・情報から、どれが正しくてど

れが正しくないのかを常に見分けなければならない

時代に生きている。これは、先進国にとどまらず中国

やインドでも共通だ。第二次産業中心の時代が大きく

変貌して迎えた知識経済社会の今日、わが国の知識

産業の未来は、果たしてどこに向かうのだろうか？ 

 

イエックス・ナレッジ。混沌としたこの時代に、

製造業分野で世界を席捲してきた日本企業

群の業績が低迷している。米国発の経済危機は、世

界中の金融業界を巻き込み、自動車・半導体など製

造分野へ拡がっていった。内定者は取り消され、派遣

社員は契約満了を待たずに解雇される状況である。

トヨタ、SONY、日立など、日本を代表する企業群が軒

並み業績を下方修正し、膨大な赤字決算を余儀なく

されている。 

　知識産業が着 と々形づくりつつあるこの世界この

社会において、今日の難局を打開するにも、知識産業

の更なる発展が必要不可欠だと思う。そして、この状

況下で、日本の知識産業が為すべきことは何か？私は

やはり「モノづくり日本」のDNAを知識産業において

も継承し、若い世代が明るい未来を創造できるマーケッ

トを作り上げていくことだと思う。私もこの業界に従事

する一人として、“ナレッジ”を冠した社名に恥じぬよう

知識産業の一翼を担い、その成長に寄与していきた

いと、切に思う。　（ビジネスソリューション事業部長） 

３. 評価モデルの適用と 
　ＩＫＩグループとしての改善 

人材育成サービスのご紹介

 

 

 

先に述べた評価モデルのほかにも、多数のモデルが存

在します。ただ、それら多数のモデルの中のどれが一番最

適であるかは、一概には言えません。評価モデルを利用す

ることは、言い換えると自分たちがどのレベルの情報を収集

し、反映し、改善を行っているかということです。従って、より

効率的にかつタイムリーに人財育成を行おうとするためには、

これらのモデルと照らし合わせて、自身の活動を見直すこ

とは必要なことだと思います。 

研修プログラムの参加者が職務を遂行する上でより有

効な変化をもたらすために、ＩＫＩグループで実施している

研修プログラムは、カークパトリックモデルとＣＩＰＰモデルを

もとに常に改善を行っています。 

例えばカークパトリックモデルでは、以下のように情報を

収集し、分析を行い、次期の研修コースの見直しを行って

います。 

 

受講後アンケートで受講者の満足度を収集し、参加者

が満足していたかを評価し、改善を加える 

 

私たちが開催している集合研修において、研修プログ

ラム実施前に参加者が設定した受講目標に対して実施

後に目標達成度を収集し、参加者が求めていた知識、技

術等がどの程度達成されたかを評価し改善する 

 

ヒューマンスキルを向上する研修プログラムで実施し

ている受講後６ヵ月後アンケートで、どの学習項目の行動

が変化したかを収集し、研修プログラムの内容に反映す

るよう行う 

 

上記アンケートにて同時に活用度合いを測定し、実際

にどの程度に現場に影響を及ぼしたかを収集し、以下に

記述する成果評価とともに、改善のInputにする 

また、ＣＩＰＰモデルでは、以下のように情報を収集し、分

析を行い、来期の研修コースのみならず、活動全体の見直

しを行っています。 

 

毎年１０種類程度の情報を入力して、現状の問題、ニー

ズを収集し、改善の方針を検討する 

 

目的を達成するために適切な研修情報を収集し、市

場にない場合はオリジナルコースとして実施。また、各事

業部にて行われた受講計画とあわせて、リソースを確保

する 

 

研修実施担当者は、毎年改善目標をたて、担当研修コー

スの計画立案から実施の反省をもとに検討をくわえ、全

体で評価し、改善を実施する 

 

毎年、各事業部のマネージャ以上にアンケートを実施し、

現場視点、マネージャ視点の評価を収集し、私たちの

Outputの改善を検討している 

 

人財育成は半歩先を見据えていかなければならないと

考えています。また、常に状況の変化に対応していかなけ

ればなりません。研修コースもそして活動全体も、改善を加

えていかなければなりません。 

IKIグループでは、常に「選ばれる企業」であるために、

今だけではなく「今後」を視野にいれた人財育成をこれか

らも行っていきます。 
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